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はしがき

　アジア経済研究所では，アジア各国の政治，経済，対外関係に関する動向を的確に伝えることを
目的に，1970 年以降毎年『アジア動向年報』を発行してきました。時代とともに対象国・地域も
変化し，現在は 23 のアジアの国・地域およびアメリカの対アジア関係をカバーしています。事業
開始から 50 年以上経ちましたが，アジア各国・地域を長年観察してきた所内外の研究者が現地の
一次資料や現地調査に基づき，その年に起きた重要な出来事や変化を解説するというスタイルは現
在でも変わっていません。執筆者が交代しても，同じフォーマットで50年以上にわたりアジア各国・
地域の動向を伝える書は，世界をみても類似のものはないといってよいでしょう。
　『アジア動向年報』には 2 つの役割があります。ひとつは，アジア各国・地域で起きた事象の時
事的な解説を行うとともに，その歴史的背景や意味についても明らかにし，アジア各国を理解する
うえで有用な情報を提供することです。もうひとつは，歴史を振り返る資料としての役割です。と
はいえ，現在の『アジア動向年報』は各年単位で読む仕様となっており，各国の動向を時系列で追
うには不便との声が寄せられてきました。
　そこで 50 年分の蓄積を生かし，既刊の年報から各国の章を抽出して 10 年ごとに 1 冊に束ね，
各国の動向を 10 年単位で把握できるよう，『アジア動向年報〈バンドル版〉』を作成することに
なりました。既刊のものをまとめるだけでなく，冒頭には第一線の研究者が新たに執筆した各国
の 10 年間を理解するための解説を付しています。これにより，各国の長期の動向をより理解し
やすくなり，多くの方にご利用いただけるのではないかと思います。2021 年の第 1 巻（2010 ～
2019 年），2022 年の第 2 巻（2000 ～ 2009 年）に続き，今回は 1990 ～ 1999 年までの 10 年
分を第 3 巻として公刊します。今後は 1970 年までさかのぼり計 5 巻作成する予定です。
　なお，本バンドル版はこれまでの A5 判と異なり，B5 判で制作しています。これは『アジア動
向年報』の判型が 1990 年代の途中で B5 判から A5 判に変更されており，判型をどちらかに統一
する必要があったためです。また判型の変更とともに本文の体裁も 2 段組みから 1 段組みとなっ
たため，既存部分のレイアウトが 1994 年前後で異なっています。あらかじめご承知おきください。
　今回のバンドル版もまた価値ある資料として，アジア各国・地域を理解する一助となることを願っ
ています。

　2024 年２月

日本貿易振興機構アジア経済研究所所長

深尾京司
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　バングラデシュにとって1990年代は，エル
シャド政権が崩壊し，民主化への期待が高まっ
たが，与野党対立が激化し，政治的混乱の続
く10年となった。1991年にバングラデシュ
民族主義党（Bangladesh Nationalist Party: 
BNP）が政権を握ると，野党による暴力的な
ホルタルが頻発した。車両での往来を組織的に
阻止し，国民にストライキを呼びかけることで
政治的な抗議の意思を示すホルタルが行われて
いる期間は，経済活動が停止するだけでなく，
治安も悪化した。1996年にアワミ連盟（Awami 
League: AL）が政権を握ったあとも，野党に
よる反政府運動が収まることはなかった。
　経済面では，縫製品の輸出などで経済成長が
維持されたが，1992年のアメリカでのハーキ
ン法案の提出，1997年のEUによる一般特恵関
税制度（GSP）適用取り消し問題など，輸出
先の国でバングラデシュとの貿易を見直す動き
が相次いだ。また，1990年代後半には，電力・
エネルギー部門において民営化やそれに伴う外
国資本の参入により経営の混乱が生じ，供給が
不足する事態となった。

　外交面では，インドとの二国間問題解決に向
けた動きが見られた。BNP政権下のチャクマ
難民帰還や，AL政権下のガンジス河水配分協
定の締結など，長年の懸念事項の解決が進めら
れた。他方1990年代前半のロヒンギャ難民問
題については，対応に透明性を求める国連難民
高等弁務官事務所（UNHCR）と政府が衝突す
るなど，帰還事業は難航した。

国内政治

軍人政権崩壊後の政治的混乱
　1990年代は，軍人出身のエルシャド大統領
をトップとする軍人主導政権であった国民党

（Jatiya Party: JP）政権が崩壊し，BNP政権が
発足することによって民主化の進展が期待され
たが，野党によるホルタルの頻発など，政治的
混乱が長く続いた。
　1986年に一般市民および諸外国の民主化要
求に応じる形で行われた総選挙において選挙操
作があったとして，エルシャド政権に対する民
主化運動が盛り上がりを見せた。中心的な役割
を果たしたのは学生や有識者層で，首都ダッカ

概 況

1990-1999 年の

バングラデシュ

 軍人政権の崩壊と民主化後の政治的混乱
日下部尚徳
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をはじめ，国立大学のあるチョットグラムやシ
レット，ラジシャヒなどの大学キャンパス付近
で反政府デモが繰り返されるようになった。
　1990年に入ると，エルシャド政権の汚職や
不正行為に批判が集まるようになり，湾岸戦争
での派兵を機に野党勢力も積極的に民主化運動
に関与するようになる。二大野党であるALと
BNPが共闘し，エルシャド政権の退陣，民主
化を訴えるデモを繰り返し実施した。エルシャ
ド大統領は11月27日，非常事態宣言を発令す
るが，その後も反政府運動は激しく続けられ，
ついに12月4日，辞任を発表した。12月6日，
エルシャド大統領は野党の推薦したシャハブッ
ディン・アフメド最高裁長官を副大統領に任
命，非常事態宣言を解除して，国会を解散した
のちに辞任した。1982年3月27日にクーデター
で政権を握って以来，8年8カ月続いたエルシャ
ド軍人政権の崩壊であった。
　大統領代行に就任したアフメド最高裁長官は
中立暫定選挙管理政権を樹立し，1991年2月
27日に国会選挙を実施した。BNPが300議席
中140議席を獲得して第1党となり，ALは88議
席で第2党，JPは35議席で第3党となった。組
閣に必要な過半数の国会議員の支持を獲得すべ
く，BNPはイスラーム主義政党であるイスラー
ム協会（Jamaat-i-Islami: JI）の閣外協力を得
た。3月19日，BNPのカレダ・ジア党首が首相
に，BNPの32人が閣僚に任命された。バング
ラデシュ初の女性首相の登場である。
　1991年4月24日に，ALが執政制度を大統領
制から議院内閣制に変更するための憲法改正
案を国会議長に提出してBNPに改革を迫った。
これを受け，ジア首相がBNPの憲法改正案を
国会に提出し，国民投票を経て，発効した。こ

れにより，大統領制の下で大統領代行に任命さ
れた形となっていた第1次カレダ・ジア内閣は
解散し，9月19日に第2次カレダ・ジア内閣が
組閣された。議院内閣制への移行に伴い，大統
領選挙は国民の直接選挙から国会議員による間
接選挙に変わった。
　1994年3月1日，大臣の失言を受けて野党議
員が一斉に議場から退出する事態が発生した。
さらに3月20日のマグラでの国会議員補欠選挙
で，BNPが不正工作を行い，自党候補を当選
させたとの疑惑が持ち上がったことをきっか
けに，3月22日，ALは半日ホルタルを実施し
た。これを皮切りにAL以外の野党も，街頭で
のデモ行進，主要交通路封鎖，ホルタル等の示
威活動を展開した。4月30日には，主要野党の
首脳が会談し，BNP政権の即時退陣と選挙管
理委員会樹立を要求することを確認した。10
月にはイギリスの仲介で与野党会談が行われ
たが，ここでも交渉は決裂した。さらに11月1
日，AL，JP，JIは，BNPが与野党どちらの側
にも与しない中立的な立場の暫定内閣を組閣す
ることによって選挙の公正性を担保する選挙管
理内閣樹立の要求を受け入れなければ，所属国
会議員計147人を一斉辞職させると発表した。
1995年2月に，議長が憲法と国会規則に違反し
ているとして，野党議員の辞表を受理しなかっ
たが，結局は連続90日欠席した議員は資格を
失うという規定に基づき，6月20日付けで野党
議員142人の議員資格が抹消された。
　これにより補欠選挙が12月15日に行われる
ことになったが，AL，JP，JIが即座にボイコッ
トを宣言し，ジア首相は11月24日に国会を解
散した。これを受けて総選挙が1996年1月18
日に実施されることになったものの，中立選挙
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管理内閣が作られる気配がなかったため，野党
は再びボイコットを宣言した。選挙日程が繰り
延べになっても野党のボイコットの姿勢は変わ
らず，2月15日に総選挙を強行することとなっ
た。主要野党は48時間ホルタルを組織し，投
票当日も全国の投票所において投票妨害，投票
所の襲撃など実力で選挙の実施を妨害しようと
した。最終的な選挙結果はBNPが289議席を
獲得するという表面的には与党の圧勝であった
が，この選挙結果を野党が認めるはずもなく，
ホルタルが頻発し，交通機関のストップやチッ
タゴン港の閉鎖など経済活動はほとんど麻痺状
態となった。長引く政治的混乱により，BNP
政権は財界，官僚からの支持を失うこととなった。
　ジア首相は国内外の批判を受け，3月3日に
中立的な暫定内閣のもとで改めて総選挙を行う
と発表し，3月19日に招集された国会で職業政
治家以外によって構成される非政党選挙管理内
閣の成立を可能にするよう憲法を改正した。そ
して，3月30日に国会を解散し，ハビブル・ラ
フマン前最高裁長官を首班とした選挙管理内閣
を任命した。ジア首相の辞任を受け，野党はホ
ルタルを中止し，6月12日の総選挙には，すべ
ての政党が参加する意思を表明した。投票率は
過去最高の73.2％を記録し，300議席のうち，
146議席をALが獲得して第1党の座についた。
BNPは116議席を獲得するも，支持層の厚かっ

たダッカ市内選挙区の一部をALに奪われるな
ど，都市部での影響力が弱まり第2党に退いた。
これにより，6月23日に1975年以来21年ぶり
にAL政権が発足し，シェイク・ハシナが首相
となった。
　その後のAL政権下での特筆すべき出来事の
ひとつに，チッタゴン丘陵地帯和平協定の締結
が挙げられる。政府は，国家チッタゴン丘陵地
帯委員会（NCCHT）を設置し，1996年12月
21日にNCCHTと，チッタゴン丘陵人民連帯
連合協会（PCJSS）の初会合を開催した。和平
交渉については双方内部でも意見が分かれた
が，1997年12月2日，NCCHTとPCJSSはチッ
タゴン丘陵地帯和平協定に調印した。同協定で
は，PCJSSが傘下の軍事組織であるシャンティ・
バヒニの武装解除に応じる代わりに，チッタゴ
ン丘陵地帯に居住する少数民族ジュマの権利が
認められ，彼らの自治も約束された。これによ
り，22年にわたる政府とチッタゴン丘陵地帯
に居住する少数民族の内戦に終止符が打たれる
こととなった。
　1998年から難民の帰還が始まり，7月には
チッタゴン丘陵県省が設置されたが，協定下で
保障されていたはずの土地の返還や軍の撤退，
入植ベンガル人の退去といった，少数民族側の
要求はほとんど認められなかった。軍やベンガ
ル人入植者による抑圧が続くなかで武装解除に

表　主要政党の議席数
政党名 1991年 1996年

バングラデシュ民族主義党（BNP） 140 116
アワミ連盟（AL [BAL] ） 88 146
国民党（JP） 35 32
イスラーム協会（JI） 18 3

（注）1990年代初頭の『アジア動向年報』では，アワミ連盟をBALと略記していた。
（出所）『アジア動向年報』1992年版，1997年版。 
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応じることとなったジュマの人々は，社会的に
さらに周縁化した立場に追いやられたといえ
る。さらに，1998年後半に，シャントゥ・ラ
ルマ議長がPCJSSを地域政党に衣替えしたこと
で，これまでALの地盤であったチッタゴン丘
陵県において，PCJSSがALと票を奪い合うこ
とになり，ALとPCJSSの溝はさらに深まった。
　1999年初頭からは，治安の悪化が問題視さ
れた。野党から治安悪化の責任を問われたAL
は，治安を改善する政策としてナラヤンゴン
ジュ市の売春街とダッカ市のスラムを強制排
除したが，的外れかつ強権的な対応であると
して国内外から抗議の的となった。その後も，
1999年10月7日のモスクでの爆発事件を皮切
りに，各地で爆弾騒ぎが頻発するなど，治安は
改善されないままであった。翌月には野党が党
首会談を開催し，政権打倒のため協力して政権
を樹立する声明を発表した。こうして，与野党
の政治抗争は2000年代に持ち越されることと
なった。

経　 済

縫製業に支えられた輸出産業の課題
　1990年代のバングラデシュでは，実質国内
総生産（GDP）成長率が3～5％台を推移し，
全体としては縫製業を中心に経済成長が続い
た。その一方で湾岸戦争や国内政治の混乱，
1991年に14万人の犠牲者を出したサイクロン
や1998年に3100万人の被災者を出した大洪水
などの自然災害により，一時的な経済の落ち込
みも見られた。
　縫製業では，輸出先の国でバングラデシュと
の貿易を見直す動きが相次ぎ，問題となった。

1992年には，アメリカで児童労働によって作
られた製品の輸入を禁ずるハーキン法案が提出
されたことで児童労働問題が表面化した。当時
のバングラデシュでは縫製品輸出の半分がアメ
リカ向けであり，4万～5万人の15歳未満の子
どもが縫製産業で働いていたことから，問題
の解決が急がれた。国連児童基金（UNICEF）
の指摘もあり，1995年，段階的に子どもの
雇用を廃止することや教育手当を支払うこと
で，バングラデシュ衣服製造者・輸出業者連合

（BGMEA），UNICEF，国際労働機関（ILO）
の三者が合意した。しかし，ハーキン法案の背
景には，アメリカの国内産業保護を求める勢力
からの圧力があったことも指摘されている。
　1997年には，EUによるバングラデシュ製の
縫製品に対するGSPの適用取り消しの問題が
起きた。GSPの下，バングラデシュ製の縫製
品は無税でEU各国に輸入されていたが，バン
グラデシュの輸出促進局（EPB）が一般特恵関
税認可証を不正に発行していたことが明らかに
なったことで問題が顕在化した。EUはバング
ラデシュ政府に対し，1994年以降に違法に発
行された1万3500件の認可証を取り消すよう
要求する一方，違法な認可証が取り消されれ
ば，ニット製品について，原料である糸の生産
からバングラデシュ国内で行わなければならな
いというGSP適用のルールを緩和することを
申し出た。これを受け，バングラデシュ政府は
BGMEAの反対を押し切り，違法に発行された
認可証の取り消しを決めたことで，上述のニッ
ト製品に対するGSP適用のルールの緩和が実
現した。
　電力・エネルギー部門では，外国企業の参入
による混乱が生じた。1996年には，民営化の
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推進を援助の供与条件とする世界銀行や二国間
援助国，国内の財界からの圧力のもとで，電
力・エネルギー部門，通信部門の民間開放が進
み，外国企業が参入するようになった。しかし，
外国企業が開発したガス田からのガスについて
は国営のペトロバングラ社が，また外国企業が
建設した発電所からの電気については電力開発
局が，それぞれ一括で買い上げ，料金を外貨で
支払う契約であり，消費者からの電気・ガス料
金徴収の有無にかかわらず外国企業が利益を確
保する仕組みとなっていた。スラムでの盗電等
で多額の未徴収料金を抱えているにもかかわら
ず，外国企業が利益を確保する契約を結んだ政
府に対し，国内から批判の声があがった。また，
1999年2月，バングラデシュ・アメリカ両政府
はバングラデシュの天然ガスの有効利用を促進
するための協力協定を締結し，アメリカ政府は
ガスをインドへ輸出することを提言した。しか
し，これはガス開発に参入した外国企業の意向
に沿うものであり，バングラデシュ政府は，輸

出をするほど供給量に余力はないと判断し，ガ
ス輸出解禁を見送った。
　2000年代に入っても，縫製品の輸出などで
経済成長は維持されていくが，電力不足などの
問題もまた継続的な課題として残った。

対外関係

国境問題と対印関係の正常化
　1990年代の対外関係については，ロヒンギャ
などの難民問題の解決と，BNP，AL両政権下
で対印関係正常化が目指された。
　1991年半ば頃から，ミャンマー・ラカイン
州のムスリム系少数民族ロヒンギャの越境が相
次いだ。ロヒンギャたちは，ミャンマー軍によ
る強奪，強制労働，暴行を逃れ，1991年時点
で，約27万人がコックスバザールの難民キャ
ンプに避難した。バングラデシュは当初，難民
を受け入れたが，彼らの存在が国家資源を圧迫
し始めると，早期帰還の途を模索するようにな

バングラデシュの縫製工場の様子。2018年に筆者撮影。
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る。1991年11月に二国間交渉が決裂すると，
バングラデシュ政府は問題を国際化するとい
う手段に訴えた。これにより，1992年3月か
らUNHCRが救援活動を開始した。同時期に，
ミャンマー政府が姿勢を軟化したことで，両国
は難民の帰還に関する共同声明を発表した。し
かし，難民キャンプにおいて送還に対する抗
議デモが起こり，難民1人が死亡するなど混乱
が広がったことから，帰還事業は先送りとなっ
た。こうした状況のなかで，バングラデシュ政
府が秘密裏に難民を本国に送還するなどしたこ
とから，UNHCRとアメリカは，強制送還であ
るとして非難する声明を発表した。1993年に
UNHCRが活動を再開したことで，一時的に
帰還が促進され，1994年には8万6000人が帰
還し，帰還者総数は13万8000人となった。時
間の経過とともに国際的な関心が低下するなか
で，その後はあいまいな形で帰還が進んだ。
　インドとの関係については，BNPが政権を
とると，ジア首相が1992年5月にインド公式訪
問を行った。そこでは共通河川の水利問題，チャ
クマ難民帰還問題，貿易の不均衡など，二国間
の主要な懸案事項が議題に挙げられた。それま
でBNPは，親インド路線をとるALとの対抗上，
反インドの姿勢を示してきたが，二国間問題の
解決を進め国内にアピールするためにも対印関
係正常化を図る必要があった。チャクマの難民

帰還問題については，1994年1月に，バングラ
デシュ・インド両政府代表と難民代表による協
議が開催された。難民側の主張の多くは受け入
れられなかったものの，帰還後の生活支援条件
で合意が成立し，翌月からチャクマ難民のバン
グラデシュへの帰還が実現することとなった。
　1996年にALが政権を握ると，ハシナ首相は
政権就任直後から積極的な外交活動を展開し
た。特筆すべき動向としては，同年12月にイ
ンドとの間でガンジス河水配分協定が締結され
たことが挙げられる。ガンジス河の水利権問題
はインドとの二国間関係において長年の懸案事
項であったが，同協定では時期によって異なる
ガンジス河の水量に配慮して両国間の取水量の
配分が定められた。1996年6月に近隣諸国との
友好関係樹立をかかげるゴウダ統一戦線内閣が
インドで誕生したことも追い風となり，早期妥
結が実現した。また，1997年3月には，1963
年の印パ紛争以来停止していた両国を結ぶ鉄道
の再開に関する合意がなされ，インド国有鉄道
とバングラデシュ国有鉄道の実務者間で協議が
進んだ。
　親インドの外交姿勢をもつALが政権をとっ
たことで，対印関係は好調を維持するかと思わ
れた。しかし，2000年代に入ると二国間関係
は徐々に緊張状態へと回帰することになる。

（立教大学准教授）
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